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おわりに
はじめに
固定資産税評価額についてみるとバブル経済期の地価高騰の頃は公示価格
の２割程度といわれ、固定資産税評価額より「時価」の方が高いという状況
であった。それでも納税者は行政に対し固定資産税について訴訟していた。
しかし、福岡地裁昭和52年９月14日判決（行集28巻９号925頁）などのよう
に固定資産評価基準（以下「評価基準」という）に従って評価した価格は市
（１）
町村長に対し法的拘束力を持つというような流れであっﾌﾟこ゜
バブル経済崩壊後、土地の下落がはじまったにもかかわらず（図表１－２
（２）
～４参照)、さら|こ、いわゆる７害'１評価の実施による評価額の上昇（図表１－
（３）
１参１日)とそれに伴い固定資産税額が上昇した。平成６年度の土地の固定資
産税の評価替えについては、評価額を不服とする審査申出が21,000件を超え
（４）
る事態となった。
それでも、東京地裁昭和62年６月29日判決（判時1248号51頁）などのよう
に例外がありうることを一般論として述べるようになるが、固定資産評価基
5２
準に従って評価した価格は市町村長に対し、法的拘束力を持つというような
流れは変わらなかった。それが東京地裁平成８年９月11日判決（判時1830号
29頁）（以下「平成８年東京地裁判決」という）から「客観的時価」につい
て言及し、時価を超える部分は違法という判例がでた。つまり、東京地裁平
成８年９月11曰判決が固定資産税評価の判例において転機となったと言って
も過言ではない。それが東京高裁平成10年５月27日判決（判時1657号31頁）
(以下「平成10年東京高裁判決」という)、最高裁第一小法廷平成15年６月２６
日判決（判時1830号29頁）（以下「平成15年最高裁判決」という）につなが
る。
近年、一部の大都市圏では固定資産税評価額より客観的な土地の時価の方
が高く、一部、不動産鑑定士の話ではこうした話も少なくなったと言われて
いるが、地方ではまだまだ、こうした話もあるのも事実である。そこで固定
資産税の基礎である土地の時価にかかる税の問題を研究してみたいと思っ
た。地方税法の条文に定義されていない時価とは何か、それがどう固定資産
税額、その徴収の部分にどう反映され、解釈されるのかという疑問が生じ
た。本稿で筆者の疑問とその答えを少しずつ明らかにしていけばと思う。
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図表１－２～４国土交通省「地価公示」より修正作成
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1章固定資産税の変遷
固定資産税の根幹となす土地の評価はどのような経緯で現在に至ったもの
であろうか。これを振り返ることで地方税法（以下「法」という）349条に
は適正な時価とあるにもかかわらず、「７割評価通達」以前士地の評価額は
何故、時価の２割であったのか、それを容認させていた原因があるのかとい
う部分を参照したい。
1章１節地租改正
明治政府樹立に伴い、明治政府は明治６年（1873年）地租の改正を行っ
た。政府は土地所有者に対して新たに明治５年（1872年）地券を発行するこ
とで土地の所有権を保障し、同時に地価を定め、その３％を地租として徴収
した。その具体的な内容は全l7HlIからなる「地租改正規則｣、全44章からな
（５）
る「地方官｣、得」に記されている。地方官心得の10章、４０章では「土地の真
あいかいいる
価」は「幾回モ売買シテ各人相競ヒネロ罐ルー非サレハ其実ヲ得難シ｣、「地
価ヲ調理スルハ都ヲ旧来ノ貢額二拘ワラス」という指示もあり、今で言う収
益還元法と売買事例法による土地の評価で混乱していた経緯が明らかになっ
（６）
ている。明治８年（1875年）に市街宅地及耕地等地価調査JL､得方細目、明治
（７）
43年（1910年）には宅地地価修正事業ノ経過及結果という経緯となる。内容
（８）
的には前者は資本還元方式、後者は賃貸価格をベースとしてとある。つま
り、所有を前提とした地租ではなく、一定の収益還元を前提とした租税の決
定がなされていたということが伺える。それでも市街地の等級編後、地価算
定の算定方法として、貸地料と売買価格を準拠条件とし、「各地ノ比準ヲ以
テ」算出せよと指示するとあることから一応、比準価格として売買事例法を
加味されていたことも伺える。また、資本還元方式による価格が安すぎる場
（９）
合も同様であるとも言われている。
大正15年（1926年）に成立した土地賃貸価格調査法では、地価に替えて、
調査が比較的容易で、かつ全国的に均衡が得られ、課税の公平が得られると
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）５５
期待される、賃貸価格を採用することに決めたとある。つまり、地租（今で
言う固定資産税）は収益税であると言っても過言ではない。
１章２節シャウプ勧告以降
（１０）
戦後のシャウプ勧告以降、固定資産税は、昭ﾎﾟﾛ25年に都道府県税（市町村
も附加税を課していた）であった地租、家屋税、および船舶・軌道・電柱等
一定の償却資産に対する租税を一本化して採用された市町村税となる。固定
資産税の課税標準は、固定資産の価格であり（法349条、349条の２）、価格
とは適正な時価をいう（同341条５号）とされている。
シャウプ勧告には固定資産税の課税標準に賃貸価格にかえて資本価格
(capitalvalue）をとることとあるが、－体それが収益税なのか財産税なの
かについて、勧告は一切ふれていない。勧告は、「現行の低い地代、家賃を
資本還元して得られるものではなく」、「自由市場で売却される場合に得られ
るべき価格、或いはそれを再建する費用にほぼ該当する」資本価格を、農地
を除く資産に対する固定資産税の課税標準とするよう提案している。具体的
には、現在台帳に登録されている戦前の賃貸価格を200倍して自由市場のも
とでの賃貸価格にし、さらにこれを５倍して資本価格にしたとされている。
つまり、戦中、戦後のインフレの状況下で家賃・地代の把握が容易ではな
く、資本還元等では説明がつかない部分が少なくなかったという側面は否定
できない。それでもこの提案により、自由市場で売却される場合に得られる
べき価格＝marketvalueという軸が出て、それが法349条５項に反映され
ていると言えないだろうか。
2章本件における条文解釈
固定資産税の評価において問題となるのは時価とは何か、それはいつの時
点の価格かというのが大きな問題となっていると思う。平成８年東京地裁判
決、平成10年東京高裁判決、平成15年最高裁判決でもこの部分は重要な争点
となっている。ここで時価とは何かという部分を踏まえて、条文を振り返り
５６
たい。
２章１節地方税法341条５項
本条文では価格とは「適正な時価」とあるがこの適正な時価とはどのよう
な意味を持つものであろうか。広辞苑によると適正とは適当で正しいことと
あり、時価とは「その時の相場』、「その時の市価』とある。筆者の解釈で
は、「適正な時価」とはその時の商品として交換が成立する適当な価格にな
る。
（１１）
「時価」なる意義は地方税法上、明文化されていない。従って、固定資産
税の性格をどう考えるかによって異なった見解が生まれることは言うまでも
ない。このことについては４章で述べたい。
２章２節地方税法359条
課税標準は、当該土地又は家屋の基準年度に係る賦課期日（当該年度の初
日の属する年の１月１曰）における価格とある。ここで言う価格は法341条
１項の「価格」すなわち「適正な時価」である。従って、筆者の解釈では、
平成１０年東京高裁判決で東京都固定資産評価委員会（以下「東京評価委員
会」という）が価格調査基準日を重視するというような条文解釈はできない
と解する。
２章３節地方税法388条１項と地方税法403条１項
法388条１項には「総務大臣は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施
（12）
の方法及び手続（以下「固定資産評価基準」という）を定め、これを告示し
なければならない」とあり、法403条１項によると、「市町村長は、固定資産
評価基準によって、固定資産の価格を決定しなければならない」こととあ
る。従って、この２つの規定を読みあわせると、市町村長は、総務大臣の定
める「固定資産評価基準によって」固定資産の価格を決定しなければならな
いことになると読める。では、固定資産評価基準によって決める価格という
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）５７
のは、どのようなものであろうか。
２章４節地方税法341条５項のいう時価と固定資産評価基準
固定資産税評価額を決める上で遵守しなければならないものに、評価基準
がある。これを参照すると売買実例価額について、その内容を検討し、正常
と認められない条件がある場合においては、これを修正して売買宅地の正常
売買価格を求めるとある。さらに売買実例価額について、その内容を検討
し、正常と認められない条件がある場合においては、これを修正して売買宅
地の正常売買価格を求めるとある。
（13）
「固定資産評価基準の取扱いについて」によると土地の評価は、売買実例
価額から求める正常売買価格に基づいて適正な時価を評定する方法によるも
のであることとある。従って、土地の評価に当たってはもとより現実の売買
実例価額そのものによるものではなく、現実の売買実例価額に正常と認めら
れない条件がある場合においてはこれを修正して求められる正常売買価格に
（14）
よるものであるとある。
正常売買価格とは正常な条件のもとにおいて成立する売買価格をいい、土
地の所有者が当該土地を売買する必要が生じたため、これを売買する場合に
おいて、成立することが期待される売買価格を目途として評価するものであ
る。従って、昭和38年当時からイレギュラーなデータを排除することを志向
（15）
して、正常売買価格を志向し、適正なH寺価を評価すべきという部分を意識し
ていると思われる。さらに言えば、法359条において、価格＝適正な時価と
あり、上記のように固定資産評価基準でも適正な時価を求めるとある。条文
が通達を具現化したものだということがよくわかる関係となっている。
しかし、売買実例に正常と認められない条件がある場合において、これを
修正して求められる正常売買価格によるという部分で、どのような条件が正
常と認められないとなるのだろうか。それは「将来における期待価格が含ま
（lの
れている場合についてはこれを含めないで評価することとある。つまり、価
（17）
格の上昇についての期待する部分の要素を制卜除した形の価格を除いている。
5８
では、実際、そのデータを使って評価している人、それをベースに価格を
決定している人等はそれをどうか解釈して評価等しているのだろうか。それ
については３章で見ていきたい。
3章実際に評価をしている鑑定士等へのインタビュー等から
示唆されること
２章１節で法341条５項において、価格＝適正な時価の意義について述べ
た。さらに、平成15年最高裁判決で時価とは「正常な条件の下に成立する当
該土地の取引価格，即ち，客観的な交換価値をいうと解される」とある。で
は、固定資産税評価額はどのようにして決められるのか、また、それを取り
巻く要因を振り返ってみたい。
３章１節不動産鑑定士
不動産がかかわる業界で言われている価格というのは、図表２－lのよう
に４種類あり、これに不動産鑑定価格が加わる。実際にこうした評価をして
いる人の多くは不動産鑑定士である。その不動産鑑定士がどのような行動指
針で不動産の評価をしているのかをみていきたい。
不動産鑑定評価基準におけるとして評価方法は①原価方式（ア：原価法、
イ：積算法)、②比較方式（ア：取引事例比較法、イ：賃貸事例比較法)、③
収益方式（ア：収益還元法、イ：収益分析法）とあり、評価をする物件によ
っては①だけで行ったり、①～③を踏まえて鑑定評価を行っている。
不動産鑑定士等が地価公示を実施している区域にある土地の鑑定評価を行
（18）
う場合に(よ、公示価格を規準としなければならないとしている。公示価格を
規準とするとは、対象土地の更地としての価格を求めるに際し、当該対象土
地とこれに類似する利用価値を有すると認められる１又は２以上の標準地と
の位置、地積、環境等の土地の客観的価値に作用する諸要因についての比較
を行い、その結果に基づき、当該標準地の公示価格と当該対象土地の価格と
の間に均衡を保たせることされている。この場合、対象土地の価格判定の基
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）５９
準曰と標準地の価格判定の基準日が異なる場合、２つの基準曰の間の地価の
変動を考慮し、必要に応じて時点修正を行わなければならない。また、明文
の規定はないが、鑑定評価額の決定に当たって規準とすべき公示価格がない
場合においては、都道府県地価調査による基準地の標準価格（図表２－１で
（１９）
は基準地価のこと）と比較すべきである。公示価格や基準地価を出すのも不
動産鑑定士であり、上記の「不動産鑑定評価基準におけるとして評価方法」
を参照すると様々な評価手法が使われている。では、こうした価格と固定資
産評価額との関係をみていきたい。
３章２節固定資産税評価額決定について
図表２－１を参照したい。固定資産税評価額だけが不動産鑑定士の関与が
（20）
少ない。さらに、固定資産税評価額の評価方法は売買実例価格方式が中｣L､で
不動産鑑定評価結果については参考として扱われていた。つまり、他３つの
価格と評価の差が生じるのはある意味当然の帰結かもしれない。
ただ、不動産鑑定士による鑑定価格も標準地の価格の判定に際して、地価
公示法２条（以下「公示法」という）等により影響をうけている。また、正
常な価格については公示法２条によると、土地について、自由な取引が行な
われるとした場合におけるその取引（農地、採草放牧地又は森林の取引（農
地、採草放牧地及び森林以外のものとするための取引を除く。）を除く。）に
おいて通常成立すると認められる価格とし、法341条５項の時価＝適正な価
格＝固定資産評価基準と内容的に大差がない。
図表２－１を参照すると例えば、地価公示などの不動産鑑定士が評価した
価格が固定資産税評価をする際に使われていることは、地価公示等も固定資
産税評価額に少なからず影響を与えていると言っても過言ではないのだろう
か（特に、図表２－１の基準地価は不動産の最有効を前提とした評価なので、
（21）
多少、趣ｶｺﾞ異なることは言うまでもない)。
残った問題としては、図表２－１の中にある固定資産評価委員、固定資産
評価補助員がどの程度、「適正な時価」というものを理解しているかという
6０
ことと評価の実務的には図表２－１に宅地の時価を求める際の留意点にある、
｢借地権価格」を考慮する、しないかの問題である。特に、時価の問題につ
いて言えば、その理解度が顕著に現れているのが平成８年東京地裁判決の東
京評価委員会の主張ではないのだろうか。
３章３節固定資産税評価額を決定する自治体の状況
２章４節のように法341条５項のいう時価と固定資産評価基準に記載され
ている時価との関係はほぼ等しいということが理解された。では、実際、自
治体はどのように運用しているのだろうか。
（22）
筆者ｶｺﾞインタビューしたところでは東京都、愛知県のように評価基準を参
考に評価事務取扱要領を定めている自治体とそうでない自治体もある。全国
的には取扱要領を定めていない自治体が圧倒的に多く、固定資産評価基準で
（23）
評価を行っている。この状況下ｶｺﾞ事実であれば、「適正な時価」の認識がど
うなっているのかという部分は検証する必要がある。
4章本件に関連する学説と筆者の意見
４章１節固定資産税の性質
固定資産税の'性質については平成８年東京地裁判決の判断にもあるような
（24）
①財産の資産価I直に着目する財産税説、②財産から得られる収益に着目する
（25）（26）
収益税説、③①と②の間であるという収益的財産税説と分かれる。では、財
産税説からⅡ頂にみていきたい。
４章１節１財産税説
この説は様々な学者が述べており、平成８年東京地裁判決、平成15年最高
（27）
裁半'１決でも当説を採用し、他の判決でもこの説に拠っているものが多い。固
定資産税は課税物件が固定資産であり、この税の課税標準が現実の収得に関
係していないこと、居住用財産だけでなく、空地、空室等の収益を生んでい
ない現況の財産 仮に最有効利用でない状況でない財産 でも課税
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）６１
されること、課税台帳上の所有者が納税義務者となることなどから財産税に
分類されると言える。この説からは「適正な時価」を市場における成立する
（28）
価格とする市場価格説が因果連鎖される。市場価格とは半||旨の通り「正常な
（29）
条件の下で成立し得る取弓|価格｣、「客観的交換価格」と言われることも多い。
４章１節２収益税説
課税対象となる固定資産の収益力を指標として固定資産税を課税すべきで
あるという説である。固定資産税というのは「土地等の所有に対して毎年課
税されるものであり、土地保有を困難にするような収奪的な機能をこの税に
持たせるようにすることは考えられないので、土地保有を継続できるような
税負担でなければならない」という。近年の都市部の地価高騰を踏まえ、都
市部で事業用借地権、土地を賃貸した場合の地代を考えるとこの説もわかわ
らないものではない。さらに、固定資産税は土地を利用（使用）して、居住
や営業を継続することを前提としている税であることから、図表２－１固定
資産税評価額の評価方法にある「売買実例価格方式」を評価の基礎としてい
ることに矛盾があるという。この説の背景には明治政府からシャウプ勧告ま
での地租・家屋税の存在が背景にあるのではと思わざるをえない。
この説に拠っている判決として東京高裁平成12年４月19日判決（判タ940
号280頁)、東京高裁平成１３年４月19曰判決（判時1744号69頁）がある。この
（30）
説から導かれるのは収益還元価格説となる。
図表２－１時価をとりまく価格の比較
公示価格 基準地価
(31）
路線価 固定資産税評価額
関係す
る法律
地価公示法
昭和44年法律第49号
国土利用計画法
昭和49年政令第387号
相続税他
財産基本通達11,14
地方税法
関係す
る税
相続税・贈与税・地価
税他
固定資産税・都市計画
税・不動産取得税
公表主
体
国土交通省土地鑑定委
員会
知事 国税局長 市町村長
6２
霞
出典：筆者が大阪国税局、大阪市、不動産鑑定士他にインタビュー
対象地
都市計画区域内。
全国標準地30千箇所。
これらを標準地（公示
地とも）いう ○
都市計画区域外も含
む。全国基準地25千箇
所。これらを基準地と
いう ｡
ほぼ全路線（公道)。
調査地点、410千箇所。
街路に沿接する標準宅
地の単位地積当りの適
正時価に基づいて付設
された価格
標準宅地という。平成
6年以降は標準宅地が
標準地、基準地でない
場合は不動産鑑定士の
鑑定評価が取入られ
た０
基準日．
発表日
毎年１月１日
・３月20日すぎ
毎年７月１日
・９月20日すぎ
毎年１月１日
・８月中旬
毎年１月１日
・３月１日以降
価格 毎年改定 毎年改定 毎年改定 3年に一度、改定
定義
正常な価格（２条２） 相当な対価（16条)、
適正な地価（27条１０）
財産の取得の時におけ
る時価（22条）
適正な時価（341条５）
目的
一般の土地取引価格の
指標。
一般の土地取引価格の
指標。
相続税・贈与税等の算
出基準となる価格。
固定資産税の賦課徴収
を前提となる価格。
評価す
る人
1箇所につき、２人の
不動産鑑定士
１箇所につき、１人以
上の不動産鑑定士
不動産鑑定士等 固定資産評価委員、固
定資産評価補助員
評価
方法
不動産鑑定士による鑑
定評価結果を審査調
整。①原価方式（ア：
原価法、イ：積算法)、
②比較方式（ア：取引
事例比較法、イ：賃貸
事例比較法)、③収益
方式（ア：収益還元
法、イ：収益分析法）
を採用。
土地がもつ本来の価値
(売手・買手にも偏ら
ない客観的価値)を評
価する。現存する建物
などの形態に関わら
ず、対象土地効用が最
高度に発揮できる使用
方法を想定した上での
評価を行う。不動産鑑
定士による左記①～③
評価方法と鑑定評価結
巣を参考。
路線ごとに公示価格、
基準価格売買実例価
格、不動産鑑定評価額
等をもとに標準的な宅
地価格を決める。相続
路線価は地価公示の８０
％が目安といわれてい
る。※現状、有姿の評
価が前提。
総務大臣が告示する評
価方法で評価（地方税
法388条１項)。地価公
示の70％が目安といわ
（32）
れている。不動産鑑定
評価結果を参考で売買
実例価格方式が中心で
あった。※現状、有姿
の評価が前提で不動産
鑑定評価も考慮されて
いる。地方税法附則1７
(33）
条２，参照。
の
を
る
留
地
価
め
の
宅
時
求
際
占へ一息
借地権が設定されてい
る宅地は借地権を外し
た宅地の時価を求める
(財産基本通達25-1）。
借地権が設定されてい
る宅地は借地権を外す
ことなく宅地の時価を
(34）
求める。
資料の
位置付
固定資産税評価、相続
税評価の目安か。
相続税・贈与税などの
算出基準となる価格。
固定資産税の賦課徴収
を前提となる価格。
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）６３
４章１節３収益的財産税説
収益税における収益とは現実の収益ではなく、「通常得られるであろうと
（35）
予想させる収益｣、「可能'性としての収益」を意味と解される。その可能`性と
いう意味においては戦前の地租において課税標準として採られていた賃貸価
格についても現実の賃貸料ではなく、あるべく賃貸料として定められていた
こともこの意味を後押しする。
しかし、固定資産税は上述のように居住用財産だけでなく、空地、空室等
の収益を生んでいない現況の財産 仮に最有効利用でない状況でない財
産でも課税されること等があり、実際、賃貸していなくとも課税させ
る性格の税である（収益を生んでいるのであれば不動産所得としての課税対
象となる）という現実を踏まえるとこの学説は上記の財産税説、収益税説の
（36）
間に位置するような学説と言える。
４章２節７割通達について
平成８年東京地裁判決では原告からなされた７割通達は租税法律主義違反
だという主張に対して、地裁の判断は平成８年東京地裁判決にあるように違
法性を問わないものであった。しかし、本件について多くの学者が７割通達
について評釈されているものの多くは、平成６年度の評価替えの根拠が、地
（37）
方税法、固定資産評価基準（告示であるｶｺﾞ）の改正ではなく、自治事務次官
の通達によって行われたことについて、租税法律主義の観点から多くの疑問
がなされた（しかし、違法性がないと明』決に主張される学者等は存在しな
い)。
４章２節１違法Ｉ性があるのではないかとする説
山田二郎教授が「７割評価通達によるこのような評価額の大幅引き上げ
は、租税条例主義（憲法30条。租税法律主義は地方税の領域では租税条例主
義と置き換えられる）に違反する疑いがある」…（中略）…固定資産税の評
価額を「適正な時価」と定めているが、その枠内であっても評価額を地価公
6４
示の20％水準以下として運用していたのを大幅に70％水準に引き上げ納税額
を増額させるには法令（条例）の根拠、すなわち納税者の同意を必要とする
（38）
というのｶｺﾞ租税法律主義の要請である。
４章２節２その他
本件の裁判では通達の違法`性が問われるのではなく、通達に従って算出し
た評価額の違法性が問われるのであり、平成８年東京地裁判決が通達の違法
（39）
性を争点として設定していないの(よ当然のことと上西左大信氏は述べている。
また、７割評価通達に関する判旨の核心部分は、評価基準による評価と客
観的時価とを対比させて、前者による登録価格か後者を上回るときは、その
極度で違法となるが、そのような事態を生じないようにするなどの理由で予
め控え目に評価すること、その方法として、７割評価の額を適正な時価とし
（40）
て扱うことカゴ許されるというものであると碓井光明教授は述べている。
従って、評価額をそのような事態を生じないようにするために価格＝適正
な時価という理解で予め控え目（大幅な評価減はむしろ違法）に評価すると
いう前提で条文を具体化した通達であれば、その通達は違法なものでないと
いうのではないか。
４章３節価格＝適正な時価の意義
「固定資産評価基準の取扱いについて」で土地の評価は、売買実例価額か
ら求める正常売買価格に基づいて適正な時価を評定する方法によるというこ
とを前述したが、将来における期待価格が含まれている場合についてはこれ
を含めないで評価（評定）することとし、収益に関する部分を排除したよう
な形となっている。
さらに売買事例価格方式が中心であることから、実際の事例からキャピタ
（41）
ノレ・ゲイン狙いの事例はイレギュラー,情報として排除される。この排除させ
（42）
る部分がこの「７害''通達」により考慮されにくい状況となったことで、固定
資産税評価額が急激に上がったということはないであろうか。
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）６５
時価は適正な価格であり、それ以上でも以下でも宅地を評価するものでは
ない（２章４節を参照すると昭和38年12月25日付自治事務次官通達、自治
乙固発第30号第２章１節４にあるイレギュラー部分を排除していたとして
も)。仮に、図表２－１のように法が適正な時価を公示価格等と同じとしてい
ると解するのであれば、７割の残り３割は法の規定する価格を下回っている
ことから、租税法律主義でいえば、７割評価も違法になると佐々木潤子助教
（43）
授は述べられている。しかし、；内税者からの視点に立てば、時価より安い価
格での評価により固定資産税評価額がなされ、それによる課税であれば納税
者には不利がなく、行政事件訴訟法１０条により審査請求することもできな
い。それが、４章２節１の山田二郎教授の意見のように「評価額を地価公示
の20％水準以下として運用していたのを大幅に70％水準に引き上げ……」と
いう状況となったことから、この時価という意義が改めて問われることにな
っているのではないか。
5章私見
５章１節固定資産税の性質
５章１節１不動産が金融商品になる部分と時価との関係
近年の都心部における地価高騰の要因となっているのは不動産を金融商品
（44）
にするという不動産と金融市場の接近により、不動産に間接的に投資をする
投資家が増え、資金が不動産市況に流れたたことに他ならない。不動産を金
融商品とする場合、①不動産から生じる賃料収益を投資家に分配し、最終的
（45）
には不動産を売却する方法、②不動産から生じる開発ｆＵ益を投資家に分配
（46）
し、最終的には不動産を売却する方法の２つに大月１１される。この際に不動産
を購入する際、投資家は①の場合、収益還元法による評価十土地の値上がり
のプレミアムとして計算して価格を算出する。②については開発することに
おいて土地の値上がりのプレミアムを考慮して価格をつけている。
投資家から資金を集める際、投資ファンド等は利回についての商品説明
等、資料開示義務等があり、その説明において、収益還元法との査定が必要
6６
となることは言うまでもない。ただ、収益還元法であっても、還元利回をど
う設定するのか、資金調達をどうするのかという部分によって収益還元法の
評価が変化することはいうまでもない。
従って、収益還元法の評価もあくまでも評価の－要素であって、それも考
慮した上での「適正なる時価」であればいいのではないかと思う。不動産を
購入しようとする人々が不動産の物件によっては上記のような考え方を加味
して「適正な時価」で物件を購入しようするのであれば、「固定資産評価基
準」等の運用（物件によってはプレミアムなどの要素を外した評価）も修正
すべきだと思うし、法341条５項にある適正な時価の文理解釈等を踏まえる
とそれが正しい運用の姿であると思う。
同族会社間での売買での同族会社の行為計算否認に該当するようなもので
あれば、売買事例から削除するというのは正しいと思う（もっとも、これは
同族会社等の関係者の売買だという判断ができるかどうかさておき）が、碓
井光明教授が言われる「交換取得土地付近の売買事例を…（中略）…それに
（47）
よって形成された価格がﾎ目場になるのではないかという気がする」という意
見は傾聴に値する。つまり、利害が一致しない相手方がどうしても物件が欲
しいという場合において土地の売買価格が高騰するということはありえるこ
とである。北海道倶知安ひらふ地区でオーストラリアの投資ファンドによる
リゾート開発に伴って土地の取引が多くなり、土地の売買価格が高騰した例
などはその典型である、という。こうした事例をふまえない限り公示価格、
（48）
路線価とも大幅に上昇したことについての説明もつかない。
ただ、固定資産税は課税物件が固定資産であり、この税の課税標準が現実
の収得に関係していないこと、居住用財産だけでなく、空地、空室等の収益を
生んでいない現況の財産 仮に最有効利用でない状況の財産 でも
課税されることを踏まえると上記のような不動産を収益やプレミアムだけで
評価できないのも事実である。というのは、住宅地のように収益還元評価に
なじまないものがあるのも事実であり、平成19年９月20日日本経済新聞の地
（49）
価調査の記事を参照すると全ての地域の地価ｶｺﾞ高騰しているだけではない。
固定資産税の土地の適正な時価について（藤林）６７
従って、地域によっては地価が下落するということを踏まえて評価するこ
とは必要であり、全ての物件が収益還元法だけで評価できるものではない。
（50）
それについても地方税法附lE1lj17条２で修正がなされる環境が整っている現実
からも「時価」＝客観的交換価値ということをこの条文を運用する全ての
人々が正しく理解するということが求められる。
５章１節２不動産を担保にとる際の金融機関の考え方の変化と時価
バブル崩壊以降、金融機関は不良債権の処理に労力を割いたものに異論を
となえる者はいない。また、金融監督庁、日本銀行による金融機関に対する
検査でも、担保にとる不動産の評価についての指導を従来の方法より変化を
させているのは周知の事実である。従来の金融機関の宅地（更地）の評価は
路線価（もしくは固定資産税評価額）×敷地面積としていたものが、バブル
崩壊以降は路線価（もしくは固定資産税評価額）×70％（場合によっては６０
％）とし、物件によっては収益還元法での評価も行う。まして、賃貸マンシ
ョン、賃貸ビルのような収益を発生させる不動産については現状有姿の原価
法の評価に加え、収益還元法の評価をすることが求められている。その評価
で出た価格に対して、金融機関は資金需要者に○○掛けの金額を融資する
(勿論、それ以外の項目も審査するが)。
（51）
投資ファンド、－部不動産会社に対して金融機関はノンリコース・ローン
を提供することがある。その際も融資をする金融機関は上記と同様の考え方
で融資をする。つまり、資金提供者が時価を求める際、評価方法を変えてい
ることは、不動産の需要者（ここでは資金の需要者）の行動が変化する。つ
まり、時価に対しての考え方が変化してきている。
課税庁側がこうした行動の変化に対応するのは容易ではない。従って、法
の要求している「適正な時価」を求める評価の際、ある程度の謙抑性が働く
のは当然であると思慮する。それは憲法29条の趣旨にも合致する。ただ、謙
抑性が働いていても固定資産評価額が時価を超えている部分があるというの
は、違法と言わざるをえない。
6８
５章２節７割通達について
（52）
７害Ⅲ評価通達以前も、時価で評価していたにも関わらず、平成６年度まで
は、固定資産税の評価額は地価公示価格の20％水準であった。しかし、平成
４年１月22日自治固第３号などを経て、７０％水準（７割評価）に引き上げら
れることになった。
（53）
金子宏教授は「納税者に有flIな行政先例法の成立は認めるべきである」と
述べられている。また、山田二郎教授は「７割評価通達は違法の疑いがある
のでは」という意見を述べられ、石島弘教授は「評価水準を通達で定めるこ
とについては、それが税率と同様の性格を有することに鑑み、租税法律主義
（54）
の要請に反する」という旨の意見ｶｺﾞある。一方、上西左大信氏は上述のよう
に通達そのものより、その通達で評価した評価額が違法なものであるという
意見を述べられている。
平成15年最高裁判決でも全面的ではないが原告の主張が通り、登録価格に
対し、時価を上回る部分について取り消された。しかし、平成８年東京地裁
判決にある「適正な時価が客観的時価を意味する以上、減額評価の違法は原
告に有利になることはあっても不利となるものではなく、価格決定の違法事
由とはならない｡」という部分に多少、疑問がある。７割評価の部分に対し
ての見解が真蟄に平成15年最高裁判決でなされていないと思う。
従来、極めて低い水準で固定資産税評価額がされて、その価格をもって適
正な時価とすべきことが規範的意識となる程に慣習化していたと認定するこ
とはできないと平成８年東京地裁判決の判決では述べているが、果たしてそ
うであろうか。もし、それが事実であれば、平成６年度の土地の固定資産税
の評価替えについては、その評価額を不服とする審査申出が21,000件を超え
るという事態となったというのはどう説明するのかという部分がある。この
点については碓井光明教授が言われる「法との関係において、従前の著しい
低い評価水準による評価も７割評価通達に基づく評価水準の著しい引上げも
（55）
ともに違法である｡」という意見に賛成である。まﾌﾟこ、上西左大信氏の「従
前の20％以下水準の固定資産税評価額も７割評価も客観的時価以外は全て違
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（56）
法と考える」という意見については法の求めるところはこう解釈すべきもの
であると思慮する。
法の持つ意味を通達等で歪められていないことを真蟄に祈るだけである。
通達が社会通念に照らしておかしくはなく、法のもつ趣旨に合致するのかど
うかが重要である。
おわりに
平成15年最高裁判決はバブル崩壊以降の土地の下落局面において、固定資
産税評価額が時価の70％に引き上げられ、この時価という言葉の租税法上で
の解釈が問われた事案であると筆者は理解している。筆者は判決にもあるよ
うに時価とは客観的交換価格であり、固定資産税の性質は財産税であるとい
う部分についても共感するところが多い。時価という文言は民法、商法だけ
でなく、法人税他でも定義がないものの、価格＝適正な時価ということが条
文において文理解釈し、理解でき、それは法が違えども共通の概念を持つも
のと理解できる。
通達は条文を解釈したものを具現化したものというのが筆者の理解であ
る。その理解から「固定資産評価基準」を解釈しても価格＝「適正な時価」
という解釈となる。では、それを実践している人がこの条文、通達をどんな
理解をしているのかという部分が重要となるのではないか。筆者は法の持つ
意味を通達等で歪められていないことを真蟄に祈る。通達が社会通念に照ら
しておかしくはなく、法のもつ趣旨に合致するのかどうかが重要である。具
体的にどう改善するのかという部分については槁を改めたい。
なお、この論稿は西野敞雄教授の指導の下、国士舘大学租税判例研究会
(座長：酒井克彦教授）における発表及び議論をベースにしたものである。
本論稿を査読していただいた国士舘大学院法学研究科の先生方に御礼を申し
あげる。
(1)増井良啓「固定資産評価基準の法的拘束力について」（財団法人資産評価シス
テムセンター、2004年１月）に法的拘束力という表現がある。
7０
（２）平成４年１月22日目治固第３号「固定資産評価基準の取扱いについての依命通
達の一部改正について」を参照。いわゆる７割通達のことである。
（３）平成６年度評価替は、平成４年７月１日を価格調査基準日として標準宅地につ
いて鑑定評価価格を求め、その価格の７割程度（｢固定資産評価基準の取扱いにつ
いての依命通達の一部改正について」平成４年１月22日目治固第３号）を目標に評
価の均衡化、適正化を図ることとしている。その後、最近の地価の下落傾向に鑑
み、平成５年１月１日時点（通達による地価変動修正日）における地価動向も勘案
し、地価変動に伴う修正（｢平成６年度評価替え（土地）に伴う取扱いについて」
平成４年11月26日目治評第28号）を行うこととするとしている。
（４）品川芳宣「固定資産税の土地評価における適正な時価の意義」税研71号（1997
年１月）７７頁、参照。
（５）佐々木寛司「地租改正」（中公新書、1989年11月）６８頁以下に詳しい。
（６）Ｈ19.8.19にアクセス。http://www・ntcnta・gojp/sozei/hl6shiryoukan/all
／01ｈtｍ・仙台市街の宅地は、1か年の100坪当り貸地料から、村費・地租を引き
去って所得を算出し、この所得を５％の利子率で除して地価を求めるという、資本
還元方式の採用が指示されている。
（７）Ｈ１9.819にアクセス。http://www,ntcnta・go・jp/sozei/hl6shiryoukan/all
／01.htｍ･全国の宅地地価修正事業を主導した、大蔵省主税局による同事業誌。宅
地地価の修正に当り、その基礎を「賃貸価格」としたことから、賃貸価格の調査お
よびその全国的な均衡と統一を図ることが最重要と強調している。
（８）佐々木寛司前掲害５１５５頁では市街地の等級編後、地価の算定を行うとあり、
その中で地価の算定方法としては、貸地料と売買価格を準拠条件とし、「各地ノヒヒ
準ヲ以司算出せよと指示するとある。
（９）佐々木寛司前掲書５に詳しい。
(10）租税法学会編「シャウプ勧告50年の軌跡と課題」（有斐閣、2002年１２月)、連合
国最高司令官本部総合司令部民間情報教育局訳「シャウプ使節団日本税制報告
書』（1949年）の１巻（全４巻）１２章に詳しい。
(11）民法269条（工作物等の収去等)、商法34条（子会社の株式の評価に関する経過
措置)、法人税法２条（定義）他では「時価｣、所得税法59条（贈与等の場合の譲渡
所得等の特例）では「その時の価格」とあるが、時価としての定義規定はない。
(12）昭和38年12月25日自治省告示第158号、参照。また、増井良啓は「固定資産評価
基準の法的拘束力について」（財団法人資産評価システムセンター、2004年１月）
の中で固定資産評価基準について述べられている。
(13）昭和38年12月25日付自治事務次官通達、自治乙固発第30号第１章３，参照。
(14）昭和38年12月25日付自治事務次官通達、自治乙固発第30号第２章第１節１，
参照。
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(15）Ｈ１9.9.19、社団法人東京都不動産鑑定士協会後藤計副会長へのインタビュー
によると不動産の正常売買価格とは、不動産鑑定評価の価値基準の一つで、現実の
社会経済情勢の下で合理的と考えられる条件を満たす市場で形成されると考えられ
る価格のこと。端的に言えば、不動産の現実な市場価格のこと。違う言い方をいれ
ば、正常な条件のもとにおいて成立する売買価格をいい、土地の所有者が当該土地
を売買する必要が生じたため、これを売買する場合において、成立することが期待
される売買価格を目途として評価するものであること。不動産鑑定評価によって求
める価格には、正常価格のほかに、市場ではなく特定の当事者間のみで経済的な合
理性が認められる「限定価格」と、文化財など特殊な建築物の鑑定評価をする際に
用いられる「特定価格」がある。
(16）昭和38年12月25日付自治事務次官通達、自治乙固発第30号第２章第１節４，
参照。
(17）品川芳宣「土地評価と士地税制」租税研究553号（1995年11月）５８頁では土地の
取引価格は、通常、収益価格に将来の期待価格（キャピタル・ゲイン）がプラスさ
れて形成されていることとある。
(18）地価公示法第８条、参照。
(19）Ｈ19.9.17、有限会社プロパティー・コンサルティング三浦雅文不動産鑑定士
へのインタビューによる。
(20）Ｈ１８．８．１、社団法人日本不動産鑑定士協会の発行している「固定資産税課税の
正確性及び公平性を担保するための提言」によると地域に精通した不動産鑑定士又
は不動産鑑定士補を固定資産鑑定評価委員に選任・委属することという内容が記載
されている。
(21）国土交通省編「不動産鑑定評価基準全部改正」（2002年７月）１４～15頁、参
照。
(22）筆者はＨ１9.7.11～16にかけて東京都、大阪府、大阪市、不動産鑑定士他に１０
名に電話、面談でのインタビューをした。匿名を条件での回答をして頂いたのでこ
こでは名前を出せないことに留意頂きたい。図表２－１も同様。
(23）山田二郎「固定資産税の評価替えをめぐる諸問題」租税研究574号（1997年８
月）２５頁にも同様の記述有。
(24）この説は金子宏（財団法人資産評価システム研究センター「償却資産保有状況
の把握方法等に関する調査研究」2002年３月等）などが多くのところで述べてい
る。
(25）この説は品川芳宣「固定資産税の土地評価の違法性」ジュリ1116号（1997年７
月）144頁などで述べている。
(26）この説は中西博・坂弘二・栗田幸雄「地方税新地方自治講座10」（第一法規、
1973年)、木下和夫監修地方税財政制度研究会編『固定資産税の理論と実態』（ぎ
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ようせい、1985年）等で述べている。
(27）最高裁昭和50年２月６日判決（判時766号30頁）では娯楽税と固定資産税の対比
を述べ、最高裁昭和59年12月７日判決（民集38巻12号1287頁）では「固定資産税は
家屋等の資産価値に着目し、その所有という事実に担税力を認めて課する一種の財
産税である」と判示している。
(28）渋谷雅弘「固定資産税のあり方」税研86号（1999年７月）７１頁などに詳しい。
(29）東京高裁平成12年４月１９日判決（判時1729号38頁)、東京高裁平成13年８月27日
判決（判時1766号36頁）等。
(30）固定資産税の担税力が資産から生じる収益であるとして、その収益を上回るよ
うな課税は資産の保有に着目して課させる税としての固定資産税には許されないと
する。この説は山田二郎「固定資産税の課税構造を改革するための考察」東海法学
１７号（1997年３月）２３頁、「固定資産税における７割評価の虚構性」税務弘報45巻
１号（1997年１月）136頁などで述べられている。
(31）一般的には相続路線価のことをさす。
(32）平成４年１月22日付自治固第３号「固定資産評価基準の取扱いについて」の
依命通達の一部改正について」参照。
(33）平成９年法律第９号で改正。その後、平成１２年、平成15年、平成18年に改正。
固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認め
る場合における当該土地に対して課する当該年度分の固定資産税の課税標準は、法
349条の規定にかかわらず…（中略）…固定資産税に限り、当該土地の修正前の価
格を総務大臣が定める基準…（中略）…で土地課税台帳等に登録されたものとする
というものである。要は地価の下落があり、価格を据え置くことが適当でないとき
は、簡易な方法により、価格を修正できることされているというもの。
(34）固定資産税務研究会編「土地評価実務ハンドブック」（地方財務協会、2004年
４月）８頁。
(35）この説の内容は中西博・坂弘二・栗田幸雄『地方税新地方自治講座10』（第一
法規、1973年)、木下和夫監修地方税財政制度研究会編「固定資産税の理論と実
態」（ぎようせい、1985年）に詳しい。
(36）西谷剛・藤田宙靖『政策実現と行政法一成田頼明先生古稀記念」（有斐閣、１９９８
年）の４の１金子宏「固定資産税の性質と土地評価のあり方」等に詳しい。
(37）国家や地方公共団体などが、ある事項を公式に広く一般に知らせること。また、
そのもの。一般に、官報または公報の掲載によって行われる。
(38）山田二郎｢固定資産税の課税構造を改革するための考察」東海法学17号（1997年
３月）１１頁、参照。
(39）上西左大信「固定資産税における算定基準日と適正な時価」税経通信58巻11号
（2003年９月）206頁、参照。
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(40）碓井光明「宅地の評価額が客観的時価を超えるとして、固定資産評価委員会の
決定が－部取り消された事例」判時1615号（1997年12月１日）187～188頁に詳し
い。この中で「通達に委ねる旨の法的根拠を見出すことができない。これでは自治
省の通達によって、固定資産評価基準と同様の規範が創られてしまう…（中略）…
告示と通達という形式の差は問題とならないという考え方だろうか。難解な点であ
るである」と述べた上ことに留意したい。さらに、法との関係において、従前の著
しい低い評価水準による評価も７割評価通達に基づく評価水準の著しい引上げもと
もに違法である。
(41）谷口勢津夫「固定資産税の法的課題」日税研論集46号（2001年３月）194頁に詳
しい。
(42）図表２－１（固定資産税評価額の評価方法）によると固定資産評価基準に不動産
鑑定士による評価がより使われるようになっていることがある程度、理解できる。
(43）佐々木潤子「固定資産評価基準に係るいわゆる７割評価通達を適用してさせた
土地の価格の決定のうち賦課期日における客観的な交換価値を超える部分が違法と
された事例」判時1852号（2004年６月）172頁に詳しい。
(44）ＲＥＩＴ＝不動産投資信託、不動産ファンド等の存在は否定できない。
(45）最近での代表例はＨ１9.8.26、日本経済新聞の記事によるとゴールドマン・サ
ックスがティファニーから銀座本店ビルを370億円で取得。敷地面積坪当たりの購
入額は１億8000万円となり、公示地価で全国首位の山野楽器銀座本店の１億98万円
を約８割上回る水準とのこと。ティファニーは、平成15年に現在の土地・建物を約
165億円で購入しており、今回、入札で買い手を募り、最高額のゴールドマン・サ
ックスに売却を決めたとのことで、今後も両社は長期賃借契約を結び、営業を継続
するとのこと。
(46）平成10～12年にかけて都心部臨海部のマンション開発ではこの手法で資金を出
した投資家が多い（東京海上日動火災保険、大和証券他へのインタビューによる)。
(47）碓井光明「交換の場合の譲渡所得の収入金額」税経通信30巻７号（1982年６月）
６４頁に詳しい。
(48）2006年都道府県地価調査（Ｈ１８．７．１時点）では北海道倶知安が住宅地としては
上昇率全国１位となる。
(49）日本経済新聞朝刊第２部、１頁参照。
(50）前掲30参照。
(51）返済の原資とする財産（責任財産）の範囲に限定を加えた特殊な貸付方法であ
る。借手は債権全額の返済責任を負わない。責任財産からのキャッシュフローのみ
を返済原資とする事、その範囲を超えての返済義務を負わないことから、原則とし
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